
（様式第１号）
番　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　島根県知事（氏名）　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金商業等振興区域届出書
島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第５条第２項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。
記
	商業等振興区域

	

	


※１）商業等振興区域には通し番号を付すこと。
※２）総合振興計画等があり、当該計画に位置づけられた区域を商業等振興区域とする場合は、当該計画を添付すること。
（様式第２号）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
島根県知事（氏名）　　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金交付申請書
補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、島根県補助金等交付規則（昭和３２年島根県規則第３２号）、島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱及び島根県地域商業等支援事業実施要領を承知の上、島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第８条の規定に基づき下記のとおり補助金の交付を申請します。
記
１　補助事業の内容　　　　　別紙１のとおり(間接補助事業ごとに作成)
２　補助金交付申請額  　　　金　　　　　　　　　円
（間接補助事業が複数ある場合はその合計を記入し、内訳を一覧表にして添付）
３　間接補助事業者 　　　　 住所
                          　氏名又は団体名（代表者氏名）
　　　　　　　　　　　　 （間接補助事業が複数ある場合は内訳を一覧表にして添付）
４　補助事業完了予定期日　　　　年　　　月　　　日
別紙１（市町村が記入）
１．補助事業の内容
	事業区分
	〔第３条の事業区分を記入（例：小売店等開業支援事業（一般枠））〕


	新規・継続
の別
	〔いずれかに○〕
新　規　　・　　継　続（補助開始：　　年　　月）

	事業者名
	

	業種
	〔日本標準産業分類における業種〕


	区域の別
	〔小売店等開業支援事業（一般枠）で申請する場合に記入。いずれかに○。〕
認定基本計画に位置づけられた区域
・
市町村が重点的に商業等を振興する区域（通し番号：　　）


	市町村の施策における当該事業の位置づけ
	〔市町村が定める各種計画における当該事業の位置づけを記入〕


	当該地域における事業を実施する必要性
	

	当該事業を実施することによる地域への波及効果
	

	経費の内訳
(単位：円)
	経費区分
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	負　担　区　分

	
	
	
	
	県補助金
	市町村
	間接補助事業者

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	

	成果指標
	〔歩行者通行量、空店舗率等及びその測定方法〕



２．買い物不便対策事業の要件確認
（第５条（２）「買い物不便対策事業」で申請する場合に記入）
（ア）買い物不便対策に資すること
	①地域の買い物環境

	

	②当該店舗が開店（事業承継、設備投資）することによる買い物不便対策への効果

	

	③その他

	


（イ）近隣において食料品等を販売する既存店舗の理解
	④食料品等を販売する既存小売店舗の状況

	

	⑤（④で既存店舗がある場合のみ）県及び市町村の支援を受けることに対する、既存店舗の理解の状況

	


※１　事業区分ごとに別紙１-１～１-３のいずれか該当する計画書を作成・添付すること。また、参考となる具体的な資料を添付すること。
※２　国の計画認定及び交付決定を受けている事業については、認定通知書及び交付決定通知書の写しを添付すること。
別紙１－１（間接補助事業者が記入）
小売店等開業支援事業、買い物不便対策支援事業　事業計画書
＜作成日＞　　年　　月　　日
	計画の種類
（いずれかに◯）
	開店・事業承継・設備投資・特定創業支援等事業の受講等
・特定創業支援等事業の受講等の後の設備投資等　

	特別枠の場合、今回の
申請前の一般枠の
活用の有無
	有　・　無

	一般枠の活用実績があり、今回特別枠の申請をする場合、一般枠の交付決定日及び交付決定額
	

	店舗名称
	

	事業者氏名
（法人の場合は企業名及び代表者氏名）
	

	店舗所在地
	

	連絡先住所
（電話番号）
	（　　　　）　　－　　　　　　

	法人の沿革又は
経営者の経歴
（職務経験・資格等）
	

	資本金額
（元入金額）
	円
	従事者数
	人

	概
要
	取扱商品
・サービス
	

	
	予想売上高
（単月）
	円
	（店舗位置図）

	
	予想客数
（単月）
	
	

	店舗（売場）
面　積
	㎡
	

	契約家賃月額
	税込み　　　　円
税抜き　　　　円
	

	開店（事業承継）
予定日又は開店日
	　　年　　月　　日
	

	備考
	
	


※１　所管する商工会議所、商工会及び中小企業団体中央会が作成した別紙２を添付すること。
※２　特別枠の申請をする者で、特定創業支援等事業の証明書が発行されていない場合、又は今後特定創業支援等事業を受ける場合は別紙３を添付すること。
事業計画書
1． 全体構想
	事業実施の経緯

	
	（例）開店を計画するに至った経緯、設備投資の理由、特定創業支援等事業の受講等の理由、これまでの経験、店舗場所選定の理由など

	事業の概要

	
	（例）販売方法、サービスの提供方法、ターゲットとする客層など

	事業の将来目標

	
	（例）店舗経営における将来目標など


２．具体的な事業内容
	店舗運営計画

	
	（例）開店日（定休日）、営業時間、年間営業日数など

	販売計画

	
	（例）販売品目、単価、顧客など

	仕入計画

	
	（例）仕入品目、仕入先など

	設備計画

	
	（例）店舗改修、機械・什器導入等の内容、方法など


事業計画書
	要員計画

	
	（例）従業員の雇用形態、人数など


	地域活動・まちづくり等への参加計画

	
	（例）商店街組織への加盟、地域行事の参加についての予定、考えなど

	店舗内のレイアウト

	


３．資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	必要な資金
	資金調達

	１．設備資金
①店舗
　　保証金
　　内外装工事費
②機械装置・備品
　　機械装置
　　器具備品
２．運転資金
　　開業費
　　開業時仕入代金
	
	１．補助金
２．借入金
　　銀行
　　政策公庫
　　その他
3． 自己資金
４．その他
	

	計
	
	計
	


事業計画書
　　　　　　　　　　　　　　
４．収支計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年額を記入、単位：千円
	
	交付決定
１年目
	説明
	２年目
	説明
	３年目
	説明
	４年目
	説明
	５年目
	説明

	売上高(①)
	
	単価,客数,営業日数(飲食店の場合は席数,回転数)

	
	
	
	
	
	
	
	

	売上原価(②)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	売上総利益(③＝①－②)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	販売管理費(④)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	
	人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	家賃
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	水道光熱費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	広告宣伝費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益(⑤＝③－④)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	営業外収入(⑥)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業外費用(⑦)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常利益(⑧＝⑤＋⑥－⑦)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	特別損益(⑨)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	税引前当期利益(⑩＝⑧＋⑨)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	法人税等(⑪)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	当期利益(⑫＝⑩－⑪)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	減価償却費等(⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	返済可能額(⑭＝⑫＋⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	借入金返済額(⑮)
※借入金がある場合のみ記入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※説明欄の「％」は売上高に対する割合を記入すること。

別紙１－２（間接補助事業者が記入）
移動販売・宅配支援事業　事業計画書
＜作成日＞　　年　　月　　日
	計画の種類
（いずれかに◯）
	車両購入　・　運営経費　・　設備投資

	店舗名称
	

	事業者氏名
（法人の場合は企業名及び代表者氏名）
	

	所在地
	

	連絡先住所
（電話番号）
	（　　　　）　　－　　　　　　

	法人の沿革又は
経営者の経歴
（職務経験・資格等）
	

	資本金額
（元入金額）
	円
	従事者数
	人

	移動販売又は宅配事業の計画
	取扱商品
	[品目毎に詳細に記入すること]


	
	予想売上高
（単月）
	　　　　　　　　　　　　　円
	予想客数
（単月）
	

	
	事業開始(予定)日
	　　　　年　　月　　日

	
	移動販売又は
宅配実施地域の
概要
	[地域名、地域の概要（人口、世帯数）など]


	備考
	


※１　所管する商工会議所、商工会及び中小企業団体中央会が作成した別紙２を添付すること。

1． 事業内容
	事業を始める動機

	
	（例）事業開始・設備投資に至った経緯、これまでの経験、事業実施地域選定の理由、移動販売を既に行っている場合はこれまでの事業の状況

	事業計画書

	事業実施計画

	
	（例）事業実施日（定休日）、実施時間、年間実施日数など

	販売計画
	

	
	（例）販売品目、単価、顧客など

	仕入計画
	

	
	（例）仕入品目、仕入先など

	設備計画

	
	（例）車両設備等の導入についての内容

	要員計画

	
	（例）従業員の雇用形態、人数など


	地域活動・まちづくり等への参加計画

	
	（例）地域行事の参加についての予定、考えなど


２．資金計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
	必要な資金
	資金調達

	１．設備資金
①店舗
　　保証金
　　内外装工事費
②機械装置・備品
　　機械装置
　　器具備品
２．運転資金
　　開業費
　　開業時仕入代金
	
	１．補助金
２．借入金
　　銀行
　　政策公庫
　　その他
4． 自己資金
４．その他
	

	計
	
	計
	


事業計画書
　　　　　　　　　　　　　　
３．収支計画（移動販売又は宅配事業のみの収支を記載）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※年額を記入、単位：千円
	
	交付決定
１年目
	説明
	２年目
	説明
	３年目
	説明
	４年目
	説明
	５年目
	説明

	売上高(①)
	
	単価,客数,営業日数(飲食店の場合は席数,回転)

	
	
	
	
	
	
	
	

	売上原価(②)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	売上総利益(③＝①－②)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	販売管理費(④)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	
	人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	燃料費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業利益(⑤＝③－④)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	営業外収入(⑥)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	営業外費用(⑦)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	経常利益(⑧＝⑤＋⑥－⑦)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	特別損益(⑨)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	税引前当期利益(⑩＝⑧＋⑨)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	法人税等(⑪)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	当期利益(⑫＝⑩－⑪)
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％
	
	％

	減価償却費等(⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	返済可能額(⑭＝⑫＋⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	借入金返済額(⑮)
※借入金がある場合のみ記入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※説明欄の「％」は売上高に対する割合を記入すること。
別紙１－３（間接補助事業者が記入）
商業環境整備事業　事業計画書
	商店街
（商業集積）等の名称
	

	当該地域の
概要
	〔人口、世帯数、店舗数、空店舗数（率）及びそれらの推移等、商圏としての参考となりうる事柄、データについて記入〕


	商店街組織の
名称･代表者名
	
	構成員
（組合員）数
	

	商店街等の
状況
	業種別店舗数
	
	（　年　月現在）

	
	
	食品
	
	

	
	
	日用品・衣料品・文化品
	
	

	
	
	生活関連サービス
	
	

	
	
	飲食店
	
	

	
	
	その他
	
	

	
	商店街等活動の実施状況（販
促、イベント、地域活性化の
取組状況など）とその効果
	

	
	現状における問題点
	

	補助事業実施
予定者及び
その概要
	〔事業計画、収支計画、資金計画等を記載した計画書を添付すること〕

	成果指標

	〔歩行者通行量、空店舗率など、その測定方法〕

	備考
	


別紙１－４（間接補助事業者が記入）
地域流通拠点整備事業　事業計画書
	事業者氏名
（法人の場合は企業名及び代表者氏名）
	

	事業者の所在地
・連絡先
	（　　　　　）　　－　　　　　

	拠点施設の
所在地
	

	当該地域の
概要
	〔人口、世帯数、店舗数、空店舗数（率）及びそれらの推移等、商圏としての参考となりうる事柄、データについて記入〕


	拠点施設整備の
概要
	〔経緯、連携する者、配送方法、拠点施設の利用方法、資金計画等について、任意様式を用いて説明〕

	成果指標
	〔歩行者通行量、空店舗率など、その測定方法〕

	備考
	


※法人格を持たない任意の団体が申請する場合、組織・会計等に関する規約を添付すること。
別紙２－１（商工会議所、商工会又は中小企業団体中央会が記入）
所管商工会議所等の担当経営指導員の意見
（小売店等開業支援事業（一般枠）、買い物不便対策事業、移動販売・宅配支援事業、
商業環境整備事業、地域流通拠点整備事業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当経営指導員名　　　　　　　　　　　
	店舗名称

	

	事業内容に関する意見

	

	資金計画及び収支計画に関する意見

	

	今後の支援内容

	

	別紙２－２（商工会議所又は商工会が記入）
所管商工会議所等の担当経営指導員の意見
（小売店等開業支援事業（特別枠））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当経営指導員名　　　　　　　　　　　



	１　事業計画について（チェック欄にチェック）
	チェック欄

	（１）事業内容の実現可能性は十分にあるか
	□

	①マーケットの設定は適切か
	□

	②ターゲットの設定は適切か
	□

	③事業の差別化は図られているか
	□

	（２）事業内容に関する意見


	２　資金計画及び収支計画について
	チェック欄

	（１）資金計画及び収支計画に妥当性があるか
	□

	①売上の計上は適切か（価格設定、顧客数等）
	□

	②経費の計上は適切か
	□

	③税負担が適切に算入されているか
	□

	（２）資金計画及び収支計画に関する意見

	

	（３）今後の支援内容

	


別紙３（市町村又は認定連携創業支援等事業者が記入）
番　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　島根県知事（氏名）　　様
　　　　　　　　　　　　　　　市町村又は認定連携創業支援等事業者名
　　　　　　　　　　　　　　　住所
　　　　　　　　　　　　　　　市町村長名又は代表者名　　　　　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業に係る市町村又は
認定連携創業支援等事業者による特定創業支援等事業に係る確認書
（間接補助事業者名）が下記のとおり産業競争力強化法第２条３１項に規定する特定創業支援等事業を受けた（又は受ける予定である）ことを確認します。
記
１　特定創業支援等事業
（複数の支援を受ける場合は、該当するものを３つまで記入して下さい。）
（１）市町村名又は認定連携創業支援等事業者名：
　　　支援事業名：
（２）市町村名又は認定連携創業支援等事業者名：
　　　支援事業名：
（３）市町村名又は認定連携創業支援等事業者名：
　　　支援事業名：
　　※支援内容を確認できる資料があれば添付してください。
２　上記１の具体的な支援内容と支援時期
（支援を受ける予定の方は交付決定年度内に支援を受ける必要があります。）
（１）支援内容：
　　　支援時期：　年　月　日　～　　年　月　日
（２）支援内容：
　　　支援時期：　年　月　日　～　　年　月　日
（３）支援内容：
支援時期：　年　月　日　～　　年　月　日
（様式第３－１号　間接補助事業の追加の場合）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
島根県知事（氏名）　　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金変更承認申請書
　　年　　月　　日付け指令　　第　　　号をもって交付決定通知のあった標記補助事業について、下記のとおり変更したいので、島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第１１条第１項の規定により申請します。
記
１　補助事業の内容　　　　　別紙１のとおり
（間接補助事業ごとに記入すること。）
２　補助金交付申請額  　　　金　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　　　　　（間接補助事業が複数ある場合はその合計を記入し、内訳を一覧表にして添付）
　
３　追加する間接補助事業者 　　　　 住所
                          　　　　　氏名又は団体名（代表者氏名）
　　　　　　　　　　　　　　　　（間接補助事業が複数ある場合は内訳を一覧表にして添付）
４　補助事業完了予定期日　　　　年　　　月　　　日
（様式第３－２号　間接補助事業の追加以外の変更の場合）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
島根県知事（氏名）　　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金変更承認申請書
　　年　　月　　日付け指令　　第　　　号をもって交付決定通知のあった標記補助事業について、下記のとおり変更したいので、島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第１１条第２項の規定により申請します。
記
  １．変更の理由
  ２．変更の内容
      （様式第２号に準じて記入し、経費の変更の場合は比較対照できるように変更部分を段書きとし、変更前を括弧書で上段対比表を作成すること。）
（様式第４号）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
島根県知事（氏名）　　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金補助事業休止（廃止）承認申請書
　　　年　　月　　日付け指令　　第　　　号をもって交付決定通知のあった標記補助事業について下記の理由により休止（廃止）したいので、島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第１１条第３項の規定により申請します。
記
１　休止（廃止）する事業名
２　理由
３　休止の期間（廃止の時期）
（様式第５号）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
島根県知事（氏名）　　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金間接補助事業休止（廃止）報告書
　　　年　　月　　日付け指令　　第　　　号をもって交付決定通知のあった標記補助事業について下記の理由により休止（廃止）しますので、島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第１１条第４項の規定により報告します。
記
１　休止（廃止）する間接補助事業者名
２　理由
３　休止の期間（廃止の時期）
４　間接補助事業の休止（廃止）に伴う市町村長の対応
（様式第６号）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
　島根県知事（氏名）　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金財産処分承認申請書
　　　年　　月　　日付け指令　　第　　　　号をもって交付決定通知のあった標記補助事業により取得した財産等について、下記のとおり処分したいので、島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第１１条第５項の規定により申請します。
記
１　事業区分
２　間接補助事業者　　　住所
　　　　　　　　　　　　氏名、又は団体名（代表者氏名）
３　処分をしようとする財産等
４　 処分を必要とする理由
５　処分の方法
６　処分対象財産の状況
	財産等
の種類
	財産等
の名称
	形式
	数量
	取得価格
	取得
年月日
	残存価格
	備考

	
	
	
	
	単価
	金額
	
	単価
	金額
	

	
	
	
	
	　円
	円
	
	　円
	円
	


（様式第７号）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
島根県知事（氏名）　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金遂行状況報告書
　　年　　月　　日付け指令　　第　　　号をもって交付決定通知のあった標記補助事業について、島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第１３条第１項の規定により、その遂行状況を下記のとおり報告します。
記
１　事業区分
　　（間接補助事業が複数ある場合は、内訳を一覧表にして添付。以下２～４も同様。）
２　間接補助事業者名　
３　事業の遂行状況
（1） 月単位の売上高
　　　　（報告時点で開店していない場合は記入不要）
（2） 事業の状況
（3） 今後の見通し
※所管商工会議所等と協議のうえ、記入すること。
（様式第８号）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
　島根県知事（氏名）　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金指導状況報告書
　島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第１３条第２項により、　　年度に実施した事業の指導状況について、別紙のとおり報告します。
別紙
指導状況報告書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団　体　名　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当経営指導員名　　　　　　　　　　　
	間接補助事業者名

	

	間接補助事業の内容

	

	報告時点での間接補助事業の実施状況

	

	報告時点での間接補助事業の収支状況

	

	担当経営指導員の指導状況

	

	担当経営指導員の今後の支援内容

	


（様式第９号）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
　島根県知事（氏名）　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金実施効果報告書
　島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第１４条第１項により、　　年度に実施した事業の成果について、前年度の状況を下記のとおり報告します。
記
１　事業区分
　（間接補助事業が複数ある場合は、内訳を一覧表にして添付。以下２、３も同様。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　事業の概要
（１）間接補助事業者名
（２）事業内容
（３）事業実施期間
（４）事業効果及び具体的数値目標（成果指標、収支計画）
３　事業効果等
（１）事業効果及び具体的数値目標（成果指標、収支計画）の達成度
（２）目標が達成出来ていない場合、対応策
※１所管商工会議所等と協議のうえ、記入すること
※２事業承継を対象とした事業の場合は、申請時における経営者（法人であれば代表者）が経営から退いたことが分かる書面（法人であれば法人登記事項証明、個人事業者であれば確定申告書面）を確認し、内容を記入すること。（既に報告している場合は不要）
（様式第１０号）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
島根県知事（氏名）　　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　
　　年度島根県地域商業等支援事業費補助金実績報告書
    年    月    日付け指令      第　　　号をもって交付決定通知のあった標記補助事業について、島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第１５条の規定により、その実績を下記のとおり報告します。
記
１　補助金実績額　　　　　金              円
　　　　　　　　　　　　（間接補助事業が複数ある場合は合計を記入し、内訳を一覧
表にして添付。以下２、３、４も同様。）
２　事業実施状況　　　　　（別紙可）
３　間接補助事業者　　    住所
                          氏名又は団体名（代表者氏名）
４　補助事業の経費の配分
1 補助対象経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	事業区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象と
なる経費
	負　担　区　分

	
	
	
	県補助金
	市町村
	間接補助事業者

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


2 経費の内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円
	経費区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象となる経費
	説　　明

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　　（間接補助事業が複数ある場合はその合計を記入し、内訳を一覧表にして添付）
　
５　補助事業完了日　　　　　　年　　月　　日
※　事業実施状況の記入にあたっての留意点
１　小売店等開業支援事業、買い物不便対策事業及び移動販売・宅配支援事業においては、年間又は月単位の売上等（その他の例：市町村又は商工団体が把握した間接補助事業者の状況等）について、実績が分かるように記入すること。
２　商業環境整備事業及び地域流通拠点整備事業については、交付申請書別紙１に記載した成果指標に対する実績を記入すること。
（様式第１１号）
番　　　　　　　　号
年　　月　　日
島根県知事（氏名）　　　様
住所
市町村長名　　　　　　　　　　　　
 　 年度島根県地域商業等支援事業費補助金概算払請求書
　　　年　　月　　日付け　　第　　　号をもって交付決定通知のあった標記補助事業について、島根県地域商業等支援事業費補助金交付要綱第１６条の規定により下記のとおり
金　　　　　　　　　円を請求します。
記
単位：円
	　　交付決定額
	　　月　　日現在(予定)出来高
	 　　　県　補　助　金

	事業費
	県補助金
	事業費
	県補助金
	受領済額
	今回請求額
	残額

	
	
	
	
	
	
	


　 （間接補助事業が複数ある場合はその合計を記入し、内訳を一覧表にして添付）
※　上記表中の事業費は補助対象経費をいう。

